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【組織】 
1.商工会組織状況 

商工業者数 2,269 名  

小規模事業者数 2,063 名  

会員数 1,532 名 

普通 1,354 名 純増 17 名 

定款 16 名 （加入） （72 名）

特別 162 名 （脱退） （55 名）

組織率 59.96％ 
 
 
2.組織運営 

事  業  名 実施内容 

正副会長・支部長合同会議 年間 7 回 

理事会・役員会 年間 6 回 

監査会・総代会 各 1 回 

役員研修会 年間 3 回 

マネジメント委員会 年間 3 回 

財政組織・共済推進合同委員会 年間 1 回 

研修厚生委員会 年間 2 回 

広報編集委員会 年間 1 回 

要望・提言活動等 年間 4 回 

 
 

【財政】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【事業】 
1.指導実績   

 R3 年度(前年比) R2 年度 

巡回相談指導 2,216 回 165％ 1,341 回

窓口相談指導 4,502 回 96％ 4,708 回

創業者支援(巡回・窓口) 9 回 20％ 44 回

記帳指導（内記帳代行） 189（73）件 114％ 165（75）件
 

2.金融斡旋実績                        （単位：千円） 

金融機関・種類 
R3 年度 貸付斡旋 貸付決定 

件数 金額 件数 金額 

公
庫 

一般・特別 34 316,100 32 265,100

マル経 10 51,600 10 51,600

小 計 44 367,700 42 316,700

そ
の
他 

県制度資金 38 365,670 38 365,670

商工貯蓄共済 1 10,000 1 10,000

創業支援融資 2 10,000 2 10,000

スイフト 500 0 0 0 0

合  計 85 753,370 83 702,370
 

3.甲斐市利子補給制度の利用実績 

利用件数 24 件 補給額 793 千円 
 

4.講習会（ﾋﾞｼﾞﾈｽ学院 9 回／112 名）＋ 創業塾 Web ｾﾐﾅｰ（15 名）／ｾﾐﾅｰｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ 594 名 

 主な内容 参加人員 

1 新入社員・若手社員のための心構えセミナー 21 名

2 資金繰りとビジネスモデル再点検セミナー 9 名

3 健康経営導入セミナー 11 名

4 GOOPE（グーペ）導入セミナー 6 名

5 ふるさと納税返礼品企画セミナー 10 名

6 SNS セミナー（2 回実施） 27 名

7 インボイス対策セミナー 16 名

8 ＳＤＧs 経営セミナー 12 名

9 創業塾 Web セミナー※15 講座／14 時間／創業計画策定 15 名

10 セミナーオンデマンド（総視聴 1,744 本） 594 名
 
5.個別支援 

分野 主な内容 件数 

専門家 

創業18件／プレゼンテーション1件／HACCP 3件／ECサイト分析1件

／法人化検討 2件／法律相談 4件／販路開拓 4件／新事業展開 2件 

／ISO 2 件／事業計画策定 15 件／事業承継支援 3件／社会保険 1件 

就業規則 4 件／メディア戦略 3 件／IT 2 件／SDGs1 件／ふるさと納

税 1 件／事業継続力強化 1 件／生産計画 1 件／相続 1 件／雇用調整助

成金 1件／新型コロナウイルス感染症対策経営相談 24 件 

95 件

労 働 労働保険年度更新 R3.4.9～ R3.5.24 679 件

源 泉 
源泉所得税個別相談会 

 R3.7.1～R3.7.9  155 件  R4.1.5～R4.1.18 189 件 
344 件

決 算 所得税・消費税個別指導会 R4.2.7～R4.3.8 492 件

帳 簿 帳簿の付け方・まとめ方相談会 R3.7～R4.1（計 8回） 34 件

コロナ 

グリーン・ゾーン認証施設変異株対策強化支援事業／臨時特別要請に係る

休業要請協力金申請支援／まん延防止等重点措置に伴う飲食店への休業

等要請協力金申請支援／生活関連施設等感染予防対策強化事業 

―

6.各種助成金等経営計画策定支援    （補助金採択金額 96,289 千円） 

補助事業名 申請数 採択数 

持続化補助金 （一 般 型） 19 11

持続化補助金 （低感染リスク型ビジネス枠） 1 1

事業再構築補助金 11 5

やまなしイノベーション創出事業費補助金 7 6

ものづくり補助金 1 1

事業継続力強化計画 1 1

経営力向上計画 3 3

経営革新計画 1 1

甲斐市小規模企業者持続化補助金 17 13
 
【一般事業】 
〇会員加入推進 
  期間：令和 3 年 9月 1日～令和 4年 2 月 28 日 
  目標：純増 14 事業所／結果：純増 17 事業所（72 事業所） 
〇共済加入推進運動 
  期間：令和 3 年 9月 1日～令和 4年 2 月 28 日 
  貯共：目標 280 口／結果：239 口 
  福祉：目標 49 件／結果：87 件 
〇商工会だより発行 3回（令和 3年 6 月／9月／令和 4年 1 月） 
〇情報発信（商工会ホームページ 63 回投稿／Facebook 投稿 20 回） 
 
〇第 13 回会員親睦ゴルフ大会（令和 3年 10 月 22 日／敷島 CC／参加 74 名） 
〇創業者支援事業 
＊創業 WEB セミナー（創業計画策定 15 名／特定創業支援事業者認定 5 名） 

〇事業承継支援事業（事業承継診断 76 名／事業承継計画策定 34 名） 
〇表彰事業 
 ※永年勤続優良従業員表彰（被表彰者 26 名） 
 ※商工会全国大会表彰（全国商工会連合会長表彰） 
  （優良女性部：甲斐市商工会女性部／役員功労者 7 名／優良職員 1 名） 
 
〇資格取得助成金交付事業（受給 76 名／助成金額 347,400 円） 
 
〇地域資源活用プロジェクト 
 ※桑の実摘み収穫（ｼﾞｬﾑ製造量 475 ㎏／収穫日数 6日／収穫延人数 85 人） 
 ※イベント出展（通年：ﾆｯﾎﾟﾝｾﾚｸﾄ.COM／むらからまちから館） 
 ※桑の葉製品の取扱店 150 店（市内 97 店／市外 53 店） 
 
〇販路開拓事業 
 ※ﾌｰﾄﾞｾﾚｸｼｮﾝ 2 企業／全国物産展 1企業／農商工連携 1企業／ﾃｸﾆｶﾙｼｮｳﾖｺﾊﾏ 7 企業 
 
〇信玄堤ライトアップ事業（令和 4年 3月 26 日～4月 3 日） 
 
〇街路灯維持管理事業（4街路灯組合への助成金額 189,000 円） 
 
〇21 世紀の商工業を考える会（経営講習会実施／視察研修：石川県輪島市） 
 
〇市内イベント参加協力（おみゆきさん／大弐学問祭／甲斐市サクラ祭り） 
 
〇商業振興対策事業 
 （甲斐市逸品事業／夏・冬大感謝祭／イルミネーション事業） 
 
〇工業振興対策事業 
 （見本市等助成／ものづくりどっとこむ HP／かいてき住まいの応援団） 
 
〇青年部事業（がんばるお店まるごとガイド VOL2 作成／講習会 2回） 
 
〇女性部事業（講習会 2 回／献血運動／桑の実摘み収穫／花植え作業など） 

＜活動方針＞ 

○国・県・市と強力に連携した新型コロナウイルス感染症に対応した足元での緊急対策の継続。 

○地域中小・小規模事業者の持続的発展と中長期的な視野に立った経営体質の改善及び強化に向けた伴走型支援の展開。 

＜スローガン＞地域の元気は私たちの活動から  

令和 3 年度においても新型コロナウイルスを要因として、地域経済が大きな影響を受けるものとなった。 

当会は以下 4 点をもとに、会員企業へのきめ細かな相談を継続、また、商工会運営基盤の強化にも努めた。 
 

1：多様で活力ある会員企業を応援する伴走型支援と地域活性化策の充実 
2：地域ブランドの創出・育成による地域商工業の活性化支援 
3：会員企業の危機管理体制の支援強化 
4：企業支援を支える組織・財政等運営基盤の強化 

令和 3 年度事業概要 

（巡回率 46.8％：  633 事業所／1,354 事業所） 
（接触率 84.2％：1,140 事業所／1,354 事業所） 

収入の部 単位：千円 支出の部 単位：千円 

単位：千円

令和 3 年度収支決算 

貸借対照表（令和 4年 3月 31 日） 

金 額

合 計 187,257

科 目

資
産
の
部

流動資産 129,199

固定資産 58,058

金 額
流動負債 1,362
引当金勘定 121,972
残高勘定 58,058
次期繰越剰余金 5,865

合 計 187,257

科 目
債
及
び
純
資
産
の
部

経営改善普及事業費, 
87,499 , 57%

受託事業
費, 4,128 , 

3%

一般事業費, 
19,285 , 13%

管理費, 
35,719 , 

23%

繰越剰余金, 5,865 , 
4%会費, 

21,350 , 
14%

経営支援事業
費補助金, 

60,183 , 39%

市町村補助金, 
15,100 , 10%

全国連補助
金, 2,694 , 

2%

負担金, 
1,198 , 1%

手数料, 
25,418 , 

17%

繰入金・繰戻金, 
12,656 , 8%

助成金・受託金他, 
8,616 , 6%

繰越剰余金, 5,281 , 
3%



経営改善普及
事業費, 

83,930 , 57%

受託事業費, 
4,057 , 3%

一般事業費, 
31,295 , 21%

管理費, 
28,201 , 19%

会費, 
21,340 , 

14%

経営支援事
業費補助金, 

58,592 , 
40%

市町村補助金, 
15,100 , 10%

負担金, 
2,800 , 2%

手数料, 
24,700 , 

17%

繰入金, 
12,500 , 9%

助成金・受託金
他, 6,587 , 4%

繰越剰余金, 5,864 , 
4%
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【組織運営の視点】【財政の視点】 

行動テーマ④ 企業支援を支える組織・財政等運営基盤の強化 

１．会員拡大による商工会組織の強化 

２．安定した自主財源確保による財政基盤の強化 

３．新しい生活様式に対応した会員との接点強化による信頼関係の構築 

４．会員相互の繋がりを強化する交流の促進 

５．商工会役職員の資質向上と事務局支援体制の充実 

６．商工業者と行政とのパイプ役としての役割強化 

７．甲斐市と連携した経営発達支援計画、事業継続力強化支援計画の推進と策定した 

ＢＣＰによるリスクマネジメント体制の強化 

８．身近で相談しやすい支援環境づくり 

９．効果的・効率的な事業運営体制の構築 

【活動理念】 

経済社会環境の変化に積極果敢に対応し、地域経済の活性化を通じて地方創世の一翼を担い、地域経済団体・経営支 
援機関として社会的地位の向上を図る。「会員支援の最優先」を理念とし、会員の支援ニーズに適時的確に組織・運営 
力、事業、財政のそれぞれの面から対応できる商工会を目指す。 
 

【スローガン】地域の元気は私たちの活動から  

【 令和 4 年度：活動方針・重点項目 】 
新型コロナウイルスの影響を受けている地域の中小・小規模事業者は対面による接客の制限など、急激な経営環境の

変化に対応を追われている。このような状況下、当会は各種コロナ支援策の最も身近な相談窓口として存在価値が高ま
っている。未曾有の困難を乗り越えられるよう、当会はさらに体制を強化し伴走型支援を展開していく。 
令和 4 年度は、コロナ禍に対応した緊急的な対策の継続と中長期的な視 
 

【事業の視点】 

行動テーマ① 多様で活力ある会員企業を応援する伴走型支援と地域活性化策の充実 

１. ｳｲｽﾞｺﾛﾅ･ｱﾌﾀｰｺﾛﾅを見据えた会員事業所等に対する事業継続力の強化支援 

２. 税制改正（インボイス制度・電子帳簿保存法）への円滑な対応支援 

３. 企業の経営課題に応じた支援策の充実と提案 

４. 事業計画の策定及び事業計画策定後の実施支援  

５. 経営革新や新事業開発など新たな取り組みに挑戦する企業への支援強化 

６. 創業支援の充実と創業後の安定した経営の実現支援  

７. 個別相談会の開催による円滑な事業承継の推進 

８. 企業人材の能力開発支援の充実 

９. 行政・金融機関・税理士等関係機関との連携による支援事業の強化  

１０．甲斐市内の経済動向の把握と分析及び提供 

行動テーマ② 地域ブランドの創出・育成による地域商工業の活性化支援 

１．会員企業の特色ある経営や技術、逸品等経営資源から地域ブランド創出・育成支援 

２．地域資源の活用による甲斐ブランドの創出 

 
行動テーマ③ 会員企業の危機管理体制整備の支援強化 

１．事業継続力強化計画等の認定取得による災害に強い企業づくりの推進 

２．経営安定化とリスクマネジメントに対応した各種共済制度の加入推進 

収入の部（単位：千円） 支出の部（単位：千円） 

令和 4年度重点項目 重点事業の目標数値化 

令
和
４
年
度 

収
支
予
算

視

点 
項 目 目標及び評価基準   注＝ 県内商工会統一目標  

事

業

の

視

点 

経営課題に応じた支

援策の充実と提案 

（事業計画策定／策

定後支援） 

*経営分析     (80 企業) 

*経営分析に基づく事業計画策定  (5 企業)  

*補助金・助成金等申請を含む事業計画策定 (50 件) 

・持続化補助金(40 件)及びｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ補助金(3 件)含む 

*ＢＩＺミル等活用したフォローアップ (半年 1 回) 

*上記企業の内、売上 10％以上増加の企業割合(20％達成) 

*専門家派遣支援   (100 回) 

*ビジネス学院等講習会 (満足度 80％以上) 

*異業種等経営者交流会等 (2 回) 

*ＤＸ推進セミナー (2 回) 

*伴走型補助金申請額の消化率 (90％以上） 

災害に強い企業づく

り推進 

*ＢＣＰ・事業継続力強化計画策定 (10 企業)  

*経営安定・リスクマネジメント対応の保険相談会（1 回以上）

経営革新／新事業開

発への支援強化 

*経営革新計画策定支援 (3 企業) 

*ＩＣＴ利活用支援 (10 企業) 

*大学等専門機関との連携による支援 (5 企業) 

*知的財産等経営資源保護支援 (3 企業) 

*事業再構築補助金の申請支援 (5 企業) 

創業支援／事業承継

／企業人材能力開発 

*特定創業支援事業の認定企業 (5 企業) 

*創業塾 (1 回) 

*事業承継計画策定支援 (5 企業) 

 （上記*へのＢＩＺミル等活用したﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ半年 1回） 

*事業承継・引継ぎ支援センターとの連携による事業承継支援

 ・事業承継診断 (69 企業以上/会員数の 5%) 

 ・事業承継の完了(成約) (1 企業以上) 

*企業人材の能力開発支援 (30 企業) 

税制改正への対応支

援と施策普及 
*インボイス制度及び電子帳簿保存法セミナー (1 回以上) 

関係機関との連携支

援事業の強化 

*支援機関連絡会議 (2 回) 

*支援機関との共催による研修会等 (1 回) 

甲斐市内の経済及び

需要動向の把握と分

析・提供 

*地域経済動向調査の実施 (調査レポート 3 回) 

・地域経済分析システム(RESAS)を活用した調査報告 (1 回) 

・商工振興委員による地域経済動向調査 2 回（上期/下期） 

*調査機関連携による需要動向調査レポート 2 回（上期/下期）

*商工会決算指導データによる業種別状況調査報告（1 回） 

*展示会・商談会を利用した需要動向調査 (6 企業) 

地域ブランド創出育

成と地域商工業の 

活性化支援 

【会員企業の経営技術・逸品等のブランド化】 

*地域ブランド開発支援     (5 企業) 

*ふるさと納税制度活用支援 (5 企業) 

*報道機関やＷＥＢを活用した情報提供 (10 回) 

*街ゼミ等商業振興策の研究 (2 回) 

【甲斐市桑関連事業のブランド定着化】 

*取り扱い企業 (10％増) 

*関連商品開発支援 (5 企業) 

*展示会等ＰＲイベント出展 (2 回) 

視点 項 目 目標及び評価基準   注＝ 県内商工会統一目標  

組

織

運

営

の

視

点 

商工会組織強化 

*組織率 60.96％達成  (前年比 1％以上増) 

*新規加入純増 24 件以上  (現会員 1％以上増) 

*任意脱会 7 件以内  (前年比 5％減) 

*青年部員 3 名以上 (新規加入部員数 10％以上) 

*女性部員 2 名以上 (新 規 加 入 部 員 数  2％ 以 上) 

接点強化による信頼関係構築と 

会員相互の繋がり強化 

*会員接触率(90％：1,233 件)  巡回訪問率(70％：959 件) 

 ・Zoom 等非対面型訪問の強化と充実 

*支部別懇談会 (1 回)  

*IT 研修会 (1 回) 

効果効率的な事業運営体制の構築 

*マネジメント委員会 (2 回)  

*総代会の本人出席率 (60％以上)  

*理事会・役員会の本人出席率 (80％以上) 

市行政連携 

リスクマネジメント整備 

*事業継続力強化支援計画によるリクスマネジメント体制の強

化及び計画の着実な実施と進捗管理（1 回） 

*商工会ＢＣＰの着実な実施と進捗管理（1 回） 

*商工会ＢＣＰに伴う訓練 (1 回)  

商工業者と行政とのパイプ役強化 
*市行政との情報交換会 (3 回) 

*市への施策提言 (1 件) 

役職員資質向上と支援体制の充実 

*マネジメント研修 (役員・管理職：1 回以上)   

*事業団等外部研修(指導員：1 回以上/支援員：隔年 1 回) 

*ＯＪＴ研修 (4 回以上) 

*ＯＦＦ-ＪＴ県連等の研修会 (2 回以上)  

*ＢＩＺミル等による支援ノウハウの共有データベース化 

*職員ミーティング (12 回) 

*会員満足度調査の実施 

*会員満足度評価（80％以上） 

*経営支援員制度定着(対象研修2講座/新業務従事2項目以上)

財
政
の
視
点 

財政基盤の強化 

*自己財源比率 (50％以上) 

*一般管理費比率 (15％以下)  

*手数料収入 (現状の年 2％増)   

*商工貯蓄共済 

・中途解約(年平均 120 口)＋満期更新 ＝計 475 口以上 

（@10 口以上×職員 12 名(120 口)含む）  

*会員福祉共済 

・けが＋がん(会員数 1,370 件×2％以上=28 件以上)  

・生命（@各職員 1 件×12 名=12 件） ＝計純増 47 件以上 


